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社会全体が責任負担をするという発想が1930年代に形成されたわけであ
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因理論のとらえかた、精神的損害賠償の確立、そして不法行為法分類の中
に厳格責任を入れたことである。リーガル・リアリズムの影響がなけれ
ば、これらは成立発展することはなかったのである。
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